







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　➡「シーズＡ：骨組織との融合を可能にする材料/表面改質手法の開発」　　　　　⑴, ⑵, ⑶, ⑸
















































































































































































































































































































































































































































































































事業所名 所在地 主な製品 本社所在地
資本金・
総従業員数


























勝田郡勝央町 ドリンク剤 東京都豊島区 298億円，3435名
（出所）岡山県産業振興課資料（2012年8月28日取得），各社のWebページ（2012年12月22日取得）による。
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十分に経過していないこともあって，全国20
位以内への道はまだ遠い状況にある。
　特に医薬品については，表3に示すように，
備前化成（株）を除き，大正製薬（株），大鵬薬
品工業（株），扶桑薬品工業（株）等の大手製薬
会社の進出工場において生産が行われている。
また，大正製薬と大鵬薬品工業はドリンク剤の
生産を行っており，備前化成の事業はビタミン
剤の生産と各種受託製造であり，純粋な医薬品
を生産する事業所の範疇には入らない。した
がって，岡山県は広義の医薬品の生産拠点とし
て位置付けられており，新薬開発の研究拠点と
して，岡山大学等の研究成果をもとに新たな医
薬品を開発し生産が行われる可能性は極めて低
い。実際，ICONTの事業にこれらの企業の参
加はなく，残念ながら進出企業と県内の産学と
の新薬開発のコラボレーションは進んでいない。
　すなわち，メディカルテクノバレーが，前節
までにみたように，医療産業クラスターと呼べ
るのに相応しい企業集積を実現できていないこ
とを反映した結果となっている。それでも，医
療機器については中核を形成する企業において
産学官連携が活発に行われ，新製品の開発へと
結びついている。だが，創薬・再生医療につい
ては，メディカルテクノバレー内のMV等の
数が減少傾向を示し，かなり厳しい状況にある。
　とはいえ，医療産業は薬事法等のクリアすべ
きハードルが高く，非常に製品化までに時間がか
かることを考慮すると，10～20年ぐらいのタイ
ムスパンで評価する必要があるといえる。県が
医療産業の将来性に着目し，メディカルテクノバ
レー構想を推進し，医療産業クラスターの形成
を目指したことは大きな挑戦であり，その意気込
みは評価できる。医療産業は人類のQOLに貢献
するだけでなく，その世界市場が急成長するこ
とが予測されている。我が国おいて輸入品に依
存する比率が高く，輸入代替の大きな可能性を
秘めている。地方圏に位置する岡山県から，大
都市圏に集中した医療産業の研究開発に風穴を
開けるべく，一石を投じた試みは注目に値する。
　また，県では既存の産業集積をベースにミク
ロものづくりクラスターの形成を目指しているが，
次世代自動車産業，航空機産業，ロボット産業，
高度医療機器産業，新エネルギー産業の5分野
を重点育成分野として含み，産業クラスターとし
ては広範囲のものとなっている。これには，ミク
ロ（精密生産技術）という切り口でオール岡山の
力を結集した産業クラスターの形成を目指したこ
と，重点育成分野を設定することにより，新たな
産業クラスターが誕生する芽を育てたいという希
望を持っていたことが背景にあったといえる。そ
の一方で，創薬・再生医療分野における岡山大
学等の先進的なシーズの産業化と，ミクロもの
づくり技術力を活用した医療機器産業の育成を
目指し，メディカルテクノバレーの形成を推進し
てきた。すなわち，ともすれば総花的になりが
ちなミクロものづくりクラスターを補完する形で，
ターゲットを絞り込んだメディカルテクノバレー
構想を掲げた点は，二つのクラスターを両輪とし
た独自の地域振興策として興味深い。
　さらに，県は，地方圏に属する地域の中では
常に特色あるプロジェクトに取り組み，継続的
に産業振興に力を注いできた。しかし，石井正
弘前岡山県知事（12年 11月退任）が，96年に
就任した直後から表面化した財政危機を克服す
るため，大規模事業凍結や公共事業削減を進め
るとともに，大幅な職員給与カットや職員定数
削減を実施した。また08年には，“岡山県財
政危機宣言 ”を出さざるをえない状況にまで追
い込まれた47）。そのため，行財政改革の影響
47）  『読売新聞』2011年11月12日，『山陽新聞』2012年6月14日，『中国新聞』2012年11月10日，樺島秀吉「「自治の
神様」が残した膨大な負の遺産」『論座』1999年4月号による。これらの新聞等によれば，岡山県の96年度の
起債制限比率は「危険水域」を超える15.5％で，47都道府県中ワースト1であった。また，職員給与は09年か
らの4年間で平均7.4％カット（ラスパイレス指数が47都道府県中ワースト1），職員定数も01年から09年で16％
削減，職員給与の削減総額は99年から2011年までに2兆円に上った。
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を受け，メディカルテクノバレー関連予算も削
減され，メディカルテクノおかやまの研究委託
事業は消滅し，メディカルテクノおかやまの事
務局予算も大幅に縮小している。メディカルテ
クノバレーの実現に向け，行政サイドの積極的
な支援は医療産業ということを考えると不可欠
といえるが，何とか産業振興の火を消さないよ
うに努力している関係者にエールを送りたい。
⑵　メディカルテクノバレーの課題
　クラスターのターゲットとなる産業に関し，
地方圏では通常，大学等研究機関における有望
な技術シーズ，ターゲット産業における核と
なる企業（核企業）が質量ともに十分でないこ
とが多い。また，ターゲット産業に挑戦できる
技術力と強い熱意を持ったベンチャー・中小企
業，資金調達面でこれらの企業群を支えるベン
チャーキャピタル・金融機関などが好都合に揃
う状況は期待できない。それゆえ尚更，難易度
の高い医療産業クラスターの実現を目指すであ
れば，前提条件として十分な覚悟と息の長い取
り組み，さらには成功へ導く戦略性が不可欠と
なる。
　そこでまず，医療機器産業についてみると，
前節までにみたように，医療機器メーカーの集
積は質量ともにクラスター形成の初期段階付近
で止まっている。メディカルテクノバレーの実
現に向け，ベンチャー・中小企業の医療機器産
業への新規参入の促進に当たって，①薬事法の
ハードル，②医工連携体制の構築，③技術・販
売提携の締結といった課題を解決することが求
められている。1番目の課題については，薬事
法によって新規参入に当たって業資格の取得が
義務付けられているとともに，製品承認取得と
いう大きなハードルを乗り越える必要がある。
特に製品承認取得には多額の手数料の支払いと，
製品開発から治験・申請・承認までに非常に長
い時間がかかることである。2番目の課題につ
いては，臨床現場の医師等のニーズを的確に把
握するとともに，開発に当たっては大学の医学
部・附属病院と工学部との間の連携・共同研究
（同大学間，異なる大学間）が不可欠である。3
番目の課題については，新規参入企業は医療機
器の特殊性により，製品開発に当たって自社の
技術をコアとしながらも，他社からの製品開発
に必要な技術の調達が不可欠になってくる。ま
た，一部の製品を除き，薬事法で規定されてい
る販売業資格の取得業者を通して病院等へ販売
する必要がある48）。
　メディカルテクノバレー構想において，1番
目の課題に対し，おかやま医療機器開発プロ
フェッショナル事業が実施され，製品承認のた
めの申請手続き等を学ぶ機会が提供された。2
番目の課題に対しては，メディカルテクノおか
やまによってシーズ・ニーズの交換を目的とし
てセミナー＆交流会，サロンの開催や企業・研
究室訪問といった事業が行われた。3番目の課
題に対しては，メディカルネット岡山を設立し
て医療機器分野における共同受注を目指した。
しかしながら，これらの施策は実績にも反映さ
れているように十分なものでなく，次々と医療
機器が製品化されていく状況に至っていない。
もちろん，薬事法による規制の部分は県レベル
を超えた問題であり，この薬事法を前提として
企業は開発に取り組まざるをえず，これに耐え
ることができる企業体力と，行政機関が関与し
た形でのベンチャーキャピタル等からの資金面
での支援が不可欠となっている。
　一方，既存企業に目を移すと，ナカシマメディ
カル1社だけが核企業へと成長してきている
が，ナカシマプロペラにおける第二創業から事
業がスタートし，08年に分社化されたばかり
であるため，まだ規模がそれ程大きくない。ま
た，京都大学発ベンチャーである日本ステント
48）  医療機器産業の課題については，『東九州メディカルバレー構想の推進に向けて』（株）日本政策投資銀行・（株）
価値総合研究所，2012年8月を参考にし，3つの課題に集約した。
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テクノロジーは，大きな期待がかけられている
が，まだステントの国内販売までに至っていな
い。将来，岡山に本拠を置きながら自立し，核
企業に成長できるか否かは予断を許さない。し
たがって，メディカルテクノバレーにおいて，
互いに切磋琢磨する核企業が数社輩出されると
いう段階に到達していない状況にある。
　両社の積極的な産学官共同研究についてみる
と，ナカシマメディカルは，県内において09
年に岡山大学，岡山理科大学と包括協定を結び，
岡山大学宇野教授，岡山理科大学金枝教授と産
学共同研究を行うとともに，岡山県工業技術セ
ンターとも産官共同研究を展開している。しか
し同時に，県内の大学の枠を越えて，人工関節
分野における革新的な製品の開発によりリー
ダー企業となることを目指し，北は北海道大学
から南は九州大学までと産学共同研究を推進し
ている。このことは，ナカシマメディカルの製
品開発に向けた，技術シーズを追い求める熱意
を反映したものといえるが，同時に医療機器の
技術シーズが県内だけでは十分でないことを示
している。日本ステントテクノロジーについて
も，岡山県工業技術センターと産官共同研究を
行っているが，岡山大学等との産学共同研究で
の結びつきは弱い。県外の大学・研究機関との
共同研究に軸足を置かざるをえない状況にあり，
ナカシマメディカルとよく似た状況にある。
　クラスター形成に向けての施策を再考するに
当たって，岡山県の医療機器産業を代表する両
社から，そのヒントをいくつかみることができ
る。一つ目は，医療機器は大きく治療系機器と
診断系機器に分けられ，特に治療系機器は輸入
依存度が高い状態にあり49），そのため両社は
まさに治療系機器をターゲットに定め，革新的
な製品の開発を行っていることである。両社を
成功事例として，外国製品の使いにくさや問題
点を克服する製品開発へとメディカルテクノバ
レーを導く（選択と集中）ことにより，新規参
入企業にとってのニーズの見極めと，大学等に
おけるシーズの掘り起しを容易にすることが必
要といえる。二つ目は，両社のように世界市場
を視野に入れて飛躍を目指す企業に育てる姿勢
を鮮明にすることである。グローバル化の急速
な進展のなか，初めから世界市場を意識した製
品開発は不可欠となりつつあり，世界に羽ばた
く企業を輩出することによる，地元企業へのイ
ンパクトは大きいといえる。三つ目は，ナカシ
マメディカルはナカシマプロペラの第二創業に
より誕生した企業であることから，リスクマ
ネーの供給が十分でない我が国において，製品
化に時間のかかる医療機器への参入は経営基盤
の安定した県内企業による第二創業に重点を置
き，施策を案出する必要がある。四つ目は，そ
の一方で日本ステントテクノロジーは京都大学
発ベンチャーであるにもかかわらず，岡山県
に本拠を置いていることから，医療機器ベン
チャーの立地環境の整備により，他地域からベ
ンチャー企業の吸引を可能にする仕掛けが必要
となってくる。五つ目は，両社はスーパー特区
を始めとして岡山県外の大学・研究機関との産
学官共同研究を活発に実施していることから，
他の医療産業クラスタ （ー例えば，神戸医療産
業都市）との連携を図り，その力を最大限活用
する工夫が重要といえる。
　次に，創薬・再生医療産業に目を転じると，
第3節で述べたように，メディカルテクノバ
レー構想において大いに期待されていた創薬・
再生医療企業の事業撤退・縮小，岡山県外への
移転・立地により，創薬分野の桃太郎源にの
み望みを託せる状況となっている。創薬・再
生医療企業のほぼ全てがMVであったことか
ら，事業撤退・縮小，岡山県外への移転・立地
は当該MVの直面する問題に応じて容易に起
こり得ることである。特に，創薬・再生医療は
医療機器よりも薬事法等のハードルが高く，ベ
ンチャーキャピタル等から継続的に資金調達が
49）  前掲『東九州メディカルバレー構想の推進に向けて』による。
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50）  『日本経済新聞』2012年12月29日による。
できなければ，存続できなくなる可能性が大き
く，常に大きなリスクにさらされている。メディ
カルテクノバレーにおいて，創薬・再生医療は
今や非常に厳しい状況にあり，医療産業クラス
ターの形成を後退させる要因となっているとい
える。ただ，桃太郎源が夢のがん治療製剤の生
産・販売に漕ぎ着ければ，状況を一変させるイ
ンパクトを持っている。
　いずれにしても，医療機器分野においてナカ
シマメディカルが果たした役割を担う企業が出
てこないことには，クラスター形成において創
薬・再生医療分野の核企業が存在しない状況に
甘んじなければならない。我が国では地方の
MV，特に創薬ベンチャーに対しリスクマネー
の供給が十分でないことを考慮すると，県内企
業が創薬・再生医療分野に第二創業として進出
するか，あるいはMVを強力にバックアップ
する大手製薬会社等を見つけ出し，両者が一体
となって核企業としてクラスターを牽引する状
況を作り出す必要がある。
　前者に関しては，（株）林原生物化学研究所
がその役割を担うことができたと考えられるが，
同族経営の弊害に起因する林原グループの倒産
によって有力な地元企業を失った打撃は大き
かったといえる。また，岡山県倉敷市を発祥の
地とする（株）クラレは，メディカル企業の子
会社クラレメディカル（株）を保有し，クラレ
メディカルが旭化成メディカル（株）のような
メディカル企業として岡山県内に研究開発拠点
を置く核企業になりうる可能性はあった。しか
し，クラレの経営方針により，クラレメディカ
ルは歯科材料へと絞り込みを行い，さらに合併
によりクラレノリタケデンタル（株）が誕生し，
この可能性は潰えることになった。
　後者に関しては，武田薬品工業（株）のよう
な大手製薬会社でさえ，研究開発における自前
主義を捨てオープンイノベーションの方向へ
向かっていることから，有望なMVと結びつ
く可能性は高まってきている。実際，米国で
はFDAが承認する医薬品の約6割を，大手で
はないMVが生み出している 50）。したがって，
メディカルテクノバレーにおいてMVを次々
と育成するとともに，大手製薬会社等との強固
な提携関係に持ち込む交渉力が重要となってい
る。そのためにはまず，創薬分野での桃太郎源
のような，大学発ベンチャーの成功モデルを創
り出すことが求められている。もちろん，まだ，
桃太郎源は新薬の販売に至っていないため成功
モデルと呼べないかもしれないが，成功モデル
のない再生医療分野も含め，ベンチャーマイン
ドを鼓舞し，追随者を輩出できる支援体制の確
立が必要である。その上で，MVと大手製薬会
社等が一体となって核企業としてクラスターを
牽引する状態が現出することを期待したい。
　※ 本研究は熊本学園大学付属産業研究所の研究
助成金（平成24年度）による。
